
様式１－１

1 ① 2 3

② ※受付番号は記入しない。 ※前回登録有と答えた方のみ前回受付番号を記入してください。

令和７・８年度において，取手市で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

なお，この申請書及び添付書類の内容については，事実と相違ないことを誓約します。

年 月 日 4

取手市長　中村　修　　殿 ○ 取　手　市

5 －

6

7

8 9

実印

10 11

12 年 13

14 １ ２ ３

[ ] [ ] [ ] [ ]

（ ％ ） （ ％ ） （ ％ ）

新　　　規 受付番号 前回受付番号

前回登録有

令和 申 請 区 分

本社（店）郵便番号

フ リ ガ ナ

本 社 （ 店 ） 住 所

フ リ ガ ナ

商 号 又 は 名 称

フ リ ガ ナ 本社（店）連絡先 ＴＥＬ

代 表 者 氏 名 ＦＡＸ

役 職 メール

フ リ ガ ナ 申請担当者連絡先 ＴＥＬ

申 請 担 当 者 氏 名 ＦＡＸ

役 職 メール

営業年数 従業員数(人) 事務職 技術職 その他 合計

外 資 状 況 外 国 籍 会 社 日 本 国 籍 会 社 日 本 国 籍 会 社

国名： 国名： 国名： 国名：

外資比率： １００ 外資比率： 外資比率：

競争入札参加資格審査申請書（建設工事）



様式１－２

15 経営事項等 年 月 日

16 入札参加希望業種

※希望する項目に○印を付け、代表するものを１つ◎にしてください。

一
般
特
定

一
般
特
定

【 】

1.

許可行政庁 審査基準日(最新) 令和

資　本　金 千円 自己資本額 千円

許可業種 許可業種

０１０土木一式 １４０しゅんせつ

０１１プレストレスト・コンクリート １５０板金

０２０建築一式 １６０ガラス

０３０大工 １７０塗装

０４０左官 １８０防水

０５０とび・土工・コンクリート １９０内装仕上

０５１法面処理 ２００機械器具設置

０６０石 ２１０熱絶縁

０７０屋根 ２２０電気通信

０８０電気 ２３０造園

０９０管 ２４０さく井

１００タイル・レンガ・ブロック ２５０建具

１１０鋼構造物 ２６０水道施設

１１１鋼橋上部 ２７０消防施設

１２０鉄筋 ２８０清掃施設

１３０ほ装 ２９０解体

２９９その他

記載要領

本表は希望業種につき，最新の経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書から転記することとし，一般建設業・特定建設業の別に主業種に「◎」を，登録に
「○」を付すこと。



様式２

【 】
1. 「政府系金融機関」の欄は，（株）日本政策金融公庫，（株）商工組合中央金庫，（株）日本政策投資銀行等について記載すること。
2. 各金融機関とも，本店・支店・営業所・出張所等の区分まで記載すること。（例：○○○銀行○○○支店）

主要取引金融機関一覧

政府関係金融機関 普通銀行 その他の金融機関

記載要領



様式３

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

【 】

1. 本表は，申請日現在で作成すること。

2. 「営業所名称」の左欄には，契約行為等を委任された支店，営業所に○印を記入すること。

3. 「所在地」の欄には，営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。

4. 「電話番号・ＦＡＸ番号」の欄には，上段に電話番号を下段にＦＡＸ番号を記載することとし，市外局番，市内局番及び番号は「－（ハイフン）」で区切ること。

営　業　所　一　覧　表

電 話 番 号 （ 上 段 ）

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 （ 下 段 ）

記載要領

番号 営 業 所 名 称 郵便番号 所 在 地



様式３－付表

○本店の状況

〒 －

○委任先の状況

〒 －

○連絡先（本店を含む）の状況

〒 －

営　業　拠　点　に　関　す　る　調　書

商号又は名称

本社（店）所在地

所在区分 １．取手市内 ２．県内 ３．県外

委任先の名称

委任先の所在地

フリガナ フリガナ

名称 氏名

フリガナ フリガナ

名称 氏名

所在区分 ０．なし １．取手市内 ２．県内 ３．県外

ＴＥＬ ＴＥＬ

ＦＡＸ ＦＡＸ

メール メール

連絡先の名称

連絡先の所在地

フリガナ フリガナ

名称 氏名

所在区分 １．取手市内 ２．県内 ３．県外

ＴＥＬ ＴＥＬ

ＦＡＸ ＦＡＸ

メール メール

受任者の職氏名

営業担当者の職氏名

委任先の連絡先 営業担当者の連絡先

営業担当者の職氏名

連絡先 営業担当者の連絡先



様式４

：

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

【 】

1. 本表は，許可を受けた建設業の種類に対応した建設工事の種類ごとに作成すること。

2. 本表は，直前２年間の主な完成工事及び直前２年間に着手した主な未完成工事について記載すること。

3. 共同企業体（ＪＶ)として行った工事については，「元請又は下請区別」の欄に当該区別に係る記載のほかＪＶと付記すること。

4. 下請工事については，「注文者」の欄には元請業者名を記載し，「工事名」の欄には下請工事名を記載すること。

5. 「請負代金の額」の欄については，消費税抜きの金額を記載すること。

工　事　経　歴　書

（建設工事の種類） 工事

元 請 又 は 工事場所のある 請負代金の額 着 工 年 月

下請の区分 都 道 府 県 名 （千円）　 完成（予定）年月

記載要領

注 文 者 工 事 名 配置技術者氏名



様式５

：

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

【 】

1. 本表は，許可を受けた建設業の種類に対応した建設工事の種類ごとに作成すること。

また，「氏名」の記載は，営業所（本店又は支店若しくは常時契約する事務所）ごとにまとめて行い，その直前に，（　）書きで当該営業所名を記載すること。

2. 「法令による免許等」の欄には，業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。

（例：○○建築士，○○土木施工管理技士）

3. 「実務経歴」の欄には，最近のものから記載し，純粋に建設工事に従事した職種及び地位を記載すること。

技　術　者　経　歴　書

（建設工事の種類） 工事

法 令 に よ る 免 許 等

名 称 取 得 年 月 日

記載要領

氏 名 実 務 経 歴 実務経験年月数



様式６

年 月 日

取手市長　中村　修　　殿

〒

印

下記のとおり変更があったので届出をします。

記

変更内容

変更事項に係る添付書類名

【 】

1. 本様式に納まらない場合には，裏面等に記載することとし，その旨を本様式の欄外に注記すること。

2. 契約中の案件がある場合には，上記２の欄に契約課及び契約件名を記載してください。

競争入札参加資格審査申請書変更届（建設工事）

令和

業者コード（受付番号）

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 の 氏 名

１．

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 変 更 年 月 日

２．

記載要領



様式7

〒

　当社は，下記の届出の義務を有する者には該当しません。

　誓約します。

【届出義務の適用を除外される理由】

（健康保険・厚生年金保険）

従業員５人以上であっても，強制適用事業所となる業種でない個人事業所で

（雇用保険）

令和　　年　　月　　日

取手市長

　                  　　　      　　　　　　　　　   （申　請　者）
　住　　　　所　

　商号又は名称　　　　　

　代表者職氏名 印　

社会保険の加入義務がないことの誓約書

健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出
厚生年金法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出
雇用保険法（昭和49年法律第116号）第7条の規定による届出

　この誓約書の内容に虚偽の記載があり，又はこの誓約に反したことにより，当方が
　不利益を被ることとなっても，異議は一切申し立てません。以上のことについて，

従業員５人未満の個人事業所であるため。

あるため。
その他の理由

役員のみの法人であるため。
使用する労働者のすべてが６５歳に達した日以降において新たに雇用した者で
あるため。
その他の理由

該当する項目の□にチェックを入れること。



（参考資料）

業種コード一覧（建設工事）

№ 大分類 業種コード 小分類

０１０ 土木一式

０１１ プレストレスト・コンクリート

０２０ 建築一式

０３０ 大工

０４０ 左官

０５０ とび・土木・コンクリート

０５１ 法面処理

０６０ 石

０７０ 屋根

０８０ 電気

０９０ 管

１００ タイル・レンガ・ブロック

１１０ 鋼構造物

１１１ 鋼橋上部

１２０ 鉄筋

１３０ ほ装

１４０ しゅんせつ

１５０ 板金

１６０ ガラス

１７０ 塗装

１８０ 防水

１９０ 内装仕上

２００ 機械器具設置

２１０ 熱絶縁

２２０ 電気通信

２３０ 造園

２４０ さく井

２５０ 建具

２６０ 水道施設

２７０ 消防施設

２８０ 清掃施設

２９０ 解体

２９９ その他

1 建設工事


